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告 示

愛知県告示第６０７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定に基づき渥美郡赤羽根町を廃しその区域を同郡田
原町に編入する処分及び同法第８条第３項の規定に基づき同町を田原市とする処分に伴い、関係の市及び郡
の同法第２５４条の規定による人口は、平成１５年８月２０日から次のとおりとなる。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

○

○

�

発行／愛知県 編集／総務部総務課 （毎週火・金曜日発行）
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愛知県告示第６０８号
愛知県青少年保護育成条例（昭和３６年愛知県条例第１３号）第６条第１項の規定に基づき、次のものを青少
年の健全な育成を阻害する有害図書類として指定する。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
区分 図 書 名 号 別 発 行 所 等
雑誌 Ｂ ｅ ｊ ｅ ａ ｎ ８月号 英知出版株式会社
同 パステルティーン 同 株式会社笠倉出版社
同 Ｇ Ｏ Ｋ Ｕ Ｈ 同 バ ウ ハ ウ ス
同 ＰＥＮＴＨＯＵＳＥ ＪＡＰＡＮ 同 株式会社ぶんか社
同 Ｕ Ｒ Ｅ Ｃ Ｃ Ｏ 同 ミリオン出版株式会社

愛知県告示第６０９号
生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４条第１項の規定に基づき、次の医療機関等から廃止
した旨の届出があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１ 医療機関
病院等

名 称 所 在 地 廃 止
年 月 日
平成

医療法人佐野産婦人科 安城市日の出町１８０ １５．３．３１
東 海 中 央 診 療 所 東海市大田町下浜田１０８ 同 ５．３１
服部整形外科皮膚科 海部郡弥富町大字佐古木新田字龍頭２６５－１ 同 ４．３０
幸 生 堂 薬 局 刈谷市御幸町１－６６ １１．１２．２０
わ か ば 調 剤 薬 局 丹羽郡大口町余野５－２９０ １５．５．３１
２ 施術者

氏 名 住 所
施 術 所� � � � � � � � � � �  � � � � � � � � � � �

名 称 所 在 地
廃 止
年 月 日

平成
安藤 拓司 尾西市開明字樋西６９－３ かいめい接骨院 住所と同じ １５．５．３１

愛知県告示第６１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定に基づき、医療扶助のための医療を担当させる機関とし
て次のように指定した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
病院等

名 称 所 在 地 指 定
年 月 日
平成

医療法人佐野レディースクリ
ニック

安城市安城町西広畔１１４－２ １５．７．２５

ホワイト中央内科クリニック 東海市加木屋町真崎７９－１ 同
東海知多クリニック 知多市日長字城見坂８－１ 同
服部整形外科皮フ科 海部郡弥富町大字佐古木新田字免田２９２－１ 同
も り 耳 鼻 咽 喉 科 同 佐屋町須依大正３３－１ 同
あ い 歯 科 東海市高横須賀町６－１０７ 同
田 村 歯 科 医 院 愛知郡長久手町城屋敷１２１ 同
長 坂 歯 科 医 院 知多郡東浦町大字藤江字上廻間１１８－１ 同
ときしグリーン歯科 同 美浜町大字時志字南平井８８ 同
よつば歯科クリニック 北設楽郡東栄町大字本郷字久保田８０－１ 同
幸 生 堂 薬 局 刈谷市御幸町１－６６ 同
博 栄 堂 薬 局 安城市東栄町２－１１－１６ 同

市 郡 名 人 口

田 原 市 ４３,１３２

渥 美 郡 ２２,４０２
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株式会社スギ薬局花ノ木店 西尾市花ノ木町３－１７ 同
エルパセオ調剤薬局東海店 東海市荒尾町明倫１９－２ 同
高浜中央調剤薬局 高浜市神明町８－１４－３ 同
わ か ば 調 剤 薬 局 丹羽郡大口町余野５－２９０ 同

愛知県告示第６１１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同法第４９条の規定に基づき、医療扶助のため
の施術を担当させる施術者として次のように指定した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

氏 名 住 所
施 術 所� � � � � � � � � � �  � � � � � � � � � � �

名 称 所 在 地
指 定
年 月 日
平成

中野 一弥 一宮市萩原町東宮重３００ なかの接骨院 一宮市萩原町西宮重南屋敷
４３－１

１５．７．２５

町田 大輔 日進市蟹甲町池下２４０－１ まちだ接骨院 日進市蟹甲町池下２４０ 同
近藤 政治 中島郡祖父江町大字祖父江字

高熊１３４－２
わかば接骨院 名古屋市南区桜本町２－２２ 同

愛知県告示第６１２号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に基づき指定した次の医療機関は、廃止した旨の
届出があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

名 称 所 在 地 廃 止
年 月 日
平成

杉 本 ク リ ニ ッ ク 日進市赤池１－３００１ １５．６．３０
梅 森 ク リ ニ ッ ク 同 梅森台５－７５ 同
スギヤマ調剤薬局渥美店 渥美郡田原町大字田原字清谷４４－１ 同

愛知県告示第６１３号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に基づき、同法第３４条及び第３５条に規定する医療を
担当させる機関として次のように指定した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

名 称 所 在 地 指 定
年 月 日
平成

有限会社みずの薬局だいし調
剤薬局

一宮市大志一丁目８－１９ １５．７．１

立 松 ク リ ニ ッ ク 日進市梅森町西田面１７－１ 同
医療法人杉本クリニック 同 赤池１－３００１ 同
梅 森 ク リ ニ ッ ク 同 梅森台５－７５ 同
中日調剤薬局梅森店 同 梅森町西田面１７ 同 ７
中日調剤薬局古雅医者村店 小牧市古雅３－５２－１ 同 １
か す が い 皮 フ 科 春日井市南下原町東光坊１４２６ 同 ８．１
ス タ ー 薬 局 大府市長草町法林坊１１６－１ 同 ６．２６
ワタキュー薬局知多店 知多市新知字大橋１０－１ 同 ８．１
ふれあい調剤薬局 碧南市志貴町２－８３ 同 ７．１
蒲 郡 調 剤 薬 局 蒲郡市本町１２－２ 同 ６．１
アーパス調剤薬局諏訪店 豊川市中部町２－３２－４ 同 ８．１

愛知県告示第６１４号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に基づき指定した次の医療機関が名称及び所在地
を変更した旨の届出があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
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名 称 所 在 地
��������������������� ��������������������� 変 更

年 月 日変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後
平成

医療法人大野泌尿器科
クリニック

医療法人大野泌尿器科 豊川市馬場町薬師７－
１

豊川市馬場町薬師８６ １５．６．２５

愛知県告示第６１５号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号。以下「法」という。）第２０条の規定に基づき、次のように事業の認定を
した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１ 起業者の名称
豊橋市

２ 事業の種類
豊橋市石巻高井地区農業集落排水事業 石巻高井浄化センター（仮称）新設事業

３ 起業地
� 収用の部分
豊橋市石巻本町鷺巣地内

� 使用の部分
なし

４ 事業の認定をした理由
� 法第２０条第１号の要件への適合性について
本件事業は、法第３条第３１号に掲げる「地方公共団体が設置する」「その他直接その事務又は事業の用
に供する施設」に該当するため、法第２０条第１号の要件を充足するものと判断される。
� 法第２０条第２号の要件への適合性について
本件事業の起業者である豊橋市は、食料・農業・農村基本法（平成１１年法律第１０６号）第３４条第１項及
びこれに基づく農業集落排水事業実施要綱（昭和５８年４月４日付５８構改Ｄ第２７１号）に基づき、本件事業
を施行する権能を有する主体と認められる。
また、本件事業に係る施設は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５１条ただし書の規定に基づき、平
成１５年２月２１日豊橋市指令建指第２１－３３号で許可を受けていることからも、本件事業を施行する権能を有
すると認められる。
このため、本件事業は、法第２０条第２号の要件を充足するものと判断される。

� 法第２０条第３号の要件への適合性について
ア 現在、石巻高井地区においては生活様式の高度化に伴い、各家庭からの生活雑排水が増大し、排水
成分が悪化している。これにより生活環境上深刻な汚染が進行している。また、これら生活雑排水流
入による農業用水の水質悪化が進んでおり、農作物に対する生育障害等農業生産上支障をきたしてい
る。本件事業を行うことによってし尿・生活雑排水の浄化処理を行う施設が新設され、地域住民の生
活環境の向上と農業用水の水質保全を図ることができることから、本件事業を行うことにより得られ
る公共の利益は大きいと考えられる。
イ 一方、本件事業の施行により失われる利益については、工事期間中及び供用開始後の周辺環境への
影響が考えられるが、起業地の周辺は農地であり民家がほとんどなく、周辺地域の住環境に与える影
響は小さいと考えられることから、本件事業を行うことにより失われる利益は小さいと考えられる。
ウ 本件事業の起業地の選定に当たっては、技術的条件、社会的条件、地理的条件及び経済的条件をも
とに４案を比較検討した結果、これらの条件を満たすものとして起業地が選定されていることから、起
業地を本件事業に用いることが相当であると判断される。
エ 本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業を行うために必要な最小限の面積であると認められる。
オ アからエまでに述べたことから、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認め
られるため、法第２０条第３号の要件を充足するものと判断される。

� 法第２０条第４号の要件への適合性について
現在石巻高井地区においては、生活雑排水の増大と排出成分の悪化により、生活環境の悪化や農作物
に対する生育障害が発生していることから早急な施行が必要な事業と認められるため、土地を収用する
公益上の必要があると認められるため、法第２０条第４号の要件を充足するものと判断される。
� 結論
�から�までに述べたように、本件事業は法第２０条各号の要件を充足するものと判断されるため、豊
橋市から申請のあった豊橋市石巻高井地区農業集落排水事業石巻高井浄化センター（仮称）新設事業に
ついて、法第２０条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

５ 法第２６条の２第２項の規定による図面の縦覧場所
豊橋市上下水道局

愛知県告示第６１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づき、都市計画事業を次のように認可した。
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平成１５年８月５日
愛知県知事 神 田 真 秋

愛知県告示第６１７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づき、都市計画事業を次のように認可した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

愛知県告示第６１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づき、都市計画事業を次のように認可した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

愛知県告示第６１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
その関係図面は、公示の日から１箇月間愛知県建設部道路維持課において一般の縦覧に供する。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

公 告

特定非営利活動法人の設立の認証に関する申請があったので、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７
号）第１０条第２項の規定に基づき、次のように公告し、縦覧に供する。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１
� 申請のあった年月日
平成１５年７月１７日

� 申請に係る特定非営利活動法人
ア 名称
特定非営利活動法人ケアバンク

イ 代表者の氏名
三浦 聖典

施 行 者
の 名 称 都市計画事業の種類及び名称 事業施行期間 事 業 地 図 書 の

縦覧場所

一宮市 尾張西部都市計画公園事業２・
２・６７号大塚史跡公園

平成１５年８月５日から
平成１６年３月３１日まで

収用の部分
一宮市丹陽町伝法寺字北元屋敷地内
使用の部分
なし

一宮市役所

施 行 者
の 名 称 都市計画事業の種類及び名称 事業施行期間 事 業 地 図 書 の

縦覧場所

春日井市 春日井都市計画公園事業２・２・
１６６号樋田公園

平成１５年８月５日から
平成１８年３月３１日まで

収用の部分
春日井市神領町地内
使用の部分
なし

春日井市役
所

施 行 者
の 名 称 都市計画事業の種類及び名称 事業施行期間 事 業 地 図 書 の

縦覧場所

春日井市 春日井都市計画公園事業２・２・
１７９号安賀公園

平成１５年８月５日から
平成１６年３月３１日まで

収用の部分
春日井市松河戸町字安賀地内
使用の部分
なし

春日井市役
所

道路の
種 類 路 線 名

道 路 の 区 域
新旧
別 区 間 敷地の幅員 延 長

県 道東浦名古屋線 旧 知多郡東浦町大字緒川字桐池四区１５番５０地先から同２９番１
地先まで

ｍ
８.０～１４.０

�
０.０８６

新 同 ８.０～１０.０ ０.０８６

一宮額田線 旧 額田郡額田町大字雨山字ワセ田６番地先から同字ヒガン田
４１番２地先まで １４.８～２６.４ ０.０７４

新 同 １０.０～１５.４ ０.０７４
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ウ 主たる事務所の所在地
稲沢市小沢二丁目９番１５号

エ 定款に記載された目的
この法人は、高齢者に対して、自立支援を目的とした居宅訪問介護サービスを行い、福祉の増進に
寄与することを目的とする。

� 縦覧場所
愛知県県民生活部社会活動推進課
名古屋市中区三の丸三丁目２－１（愛知県東大手庁舎）

� 縦覧期間
平成１５年９月１７日まで

２
� 申請のあった年月日
平成１５年７月１７日

� 申請に係る特定非営利活動法人
ア 名称
特定非営利活動法人スローライフ

イ 代表者の氏名
戸田三保子

ウ 主たる事務所の所在地
春日井市前並町字東屋敷１０番地の３

エ 定款に記載された目的
この法人は、障害児・者等に対して、住みなれた地域で豊かに暮らすための支援に関する事業を行
い、誰もが住みやすく、共に生きるまちづくりに寄与することを目的とする。

� 縦覧場所
愛知県県民生活部社会活動推進課
名古屋市中区三の丸三丁目２－１（愛知県東大手庁舎）

� 縦覧期間
平成１５年９月１７日まで

３
� 申請のあった年月日
平成１５年７月１７日

� 申請に係る特定非営利活動法人
ア 名称
特定非営利活動法人ＮＰＯクリーン豊田

イ 代表者の氏名
成田 直代

ウ 主たる事務所の所在地
豊田市森町７丁目３２番地

エ 定款に記載された目的
この法人は、豊田市と愛知県の住民を主な対象として、山岳自然水の環境保全の啓発とクリーンエ
ネルギーの発電機の普及を通じて、科学技術の発展につくし、合わせて防災意識の向上に寄与するこ
とを目的とする。

� 縦覧場所
愛知県県民生活部社会活動推進課
名古屋市中区三の丸三丁目２－１（愛知県東大手庁舎）

� 縦覧期間
平成１５年９月１７日まで

４
� 申請のあった年月日
平成１５年７月１７日

� 申請に係る特定非営利活動法人
ア 名称
特定非営利活動法人ＩＴＣ中部

イ 代表者の氏名
関口 幸一

ウ 主たる事務所の所在地
名古屋市中区金山５丁目１１番６号

エ 定款に記載された目的
この法人は、経営とＩＴに関する諸問題を専門的に研究、実践することを通じて、中部地区の自治
体・企業における情報化の推進、及びＩＴコーディネータ（ＩＴＣ）の社会的認知と地位の確立と、地
域社会における企業、自治体のＩＴ導入の支援を目的とする。
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� 縦覧場所
愛知県県民生活部社会活動推進課
名古屋市中区三の丸三丁目２－１（愛知県東大手庁舎）

� 縦覧期間
平成１５年９月１７日まで

５
� 申請のあった年月日
平成１５年７月１８日

� 申請に係る特定非営利活動法人
ア 名称
特定非営利活動法人みずほ

イ 代表者の氏名
栗山佐代子

ウ 主たる事務所の所在地
名古屋市瑞穂区下坂町４丁目１８番地

エ 定款に記載された目的
この法人は、障害者等の生活弱者に対して、生活介助等に関する事業を行い、公共の福祉に寄与す
ることを目的とする。

� 縦覧場所
愛知県県民生活部社会活動推進課
名古屋市中区三の丸三丁目２－１（愛知県東大手庁舎）

� 縦覧期間
平成１５年９月１８日まで

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により大規模小売
店舗の変更の届出があった。
なお、法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の
保持のために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に限り、愛知県に対
し意見書の提出により意見を述べることができる。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１
� 大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名
株式会社カネスエ・あーすワン
一宮市下川田町５－２
代表取締役 牛田 彰

� 大規模小売店舗の名称及び所在地
カネスエ住吉店
一宮市住吉一丁目１９－６

� 大規模小売店舗の変更の日
平成１５年６月３０日

� 大規模小売店舗の変更の事項及び概要

� 大規模小売店舗の変更の理由
社名変更のため

� 届出の日
平成１５年７月１８日

� 届出等の縦覧場所
愛知県産業労働部商業流通課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２

� 届出等の縦覧の期間及び時間
平成１５年８月５日（火）から平成１５年１２月５日（金）までの午前９時から午後５時３０分まで（日曜日、
土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

大規模小
売店舗を
新設する
者又は設
置してい
る者

氏 名 又 は 名 称 株式会社カネスエ 株式会社カネスエ・あーすワン

代 表 者 の 氏 名 代表取締役 牛田 彰 変更前に同じ

住 所 一宮市下川田町５－２ 同
その他の大規模小売店舗を新
設する者又は設置している者 なし 同
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� 意見書の提出期限及び提出先
平成１５年１２月５日（金）
愛知県産業労働部商業流通課

２
� 大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名
株式会社カネスエ・あーすワン
一宮市下川田町５－２
代表取締役 牛田 彰

� 大規模小売店舗の名称及び所在地
カネスエ国府宮店
稲沢市国府宮神田町４０－１

� 大規模小売店舗の変更の日
平成１５年６月３０日

� 大規模小売店舗の変更の事項及び概要

� 大規模小売店舗の変更の理由
社名変更のため

� 届出の日
平成１５年７月１８日

� 届出等の縦覧場所
愛知県産業労働部商業流通課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２

� 届出等の縦覧の期間及び時間
平成１５年８月５日（火）から平成１５年１２月５日（金）までの午前９時から午後５時３０分まで（日曜日、
土曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。）

� 意見書の提出期限及び提出先
平成１５年１２月５日（金）
愛知県産業労働部商業流通課

３
� 大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名
株式会社カネスエ・あーすワン
一宮市下川田町５－２
代表取締役 牛田 彰

� 大規模小売店舗の名称及び所在地
カネスエ西春店
西春日井郡西春町大字沖村字天花寺７６ほか

� 大規模小売店舗の変更の日
平成１５年６月３０日

� 大規模小売店舗の変更の事項及び概要

� 大規模小売店舗の変更の理由
社名変更のため

� 届出の日
平成１５年７月１８日

� 届出等の縦覧場所

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

大規模小
売店舗を
新設する
者又は設
置してい
る者

氏 名 又 は 名 称 株式会社カネスエ 株式会社カネスエ・あーすワン

代 表 者 の 氏 名 代表取締役 牛田 彰 変更前に同じ

住 所 一宮市下川田町５－２ 同
その他の大規模小売店舗を新
設する者又は設置している者 なし 同

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

大規模小
売店舗を
新設する
者又は設
置してい
る者

氏 名 又 は 名 称 株式会社カネスエ 株式会社カネスエ・あーすワン

代 表 者 の 氏 名 代表取締役 牛田 彰 変更前に同じ

住 所 一宮市下川田町５－２ 同
その他の大規模小売店舗を新
設する者又は設置している者 なし 同

８９０ 平成１５年８月５日 火曜日 愛 知 県 公 報 第１９９５号



愛知県産業労働部商業流通課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２

� 届出等の縦覧の期間及び時間
平成１５年８月５日（火）から平成１５年１２月５日（金）までの午前９時から午後５時３０分まで（日曜日、
土曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。）

� 意見書の提出期限及び提出先
平成１５年１２月５日（金）
愛知県産業労働部商業流通課

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第１項の規定により大規模
小売店舗の変更の届出があった。
なお、法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の
保持のために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に限り、愛知県に対
し意見書の提出により意見を述べることができる。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名
倉敷紡績株式会社
岡山県倉敷市本町７－１
代表取締役社長 真銅 孝三

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地
春日井サティ
春日井市柏井町４－１７ほか６筆

３ 大規模小売店舗の変更をする日
平成１５年８月１日

４ 大規模小売店舗の変更しようとする事項及び概要

５ 届出の日
平成１５年７月１６日

６ 届出等の縦覧場所
愛知県産業労働部商業流通課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

小売業を
行う者

氏 名 又 は 名 称 株式会社マイカル 変更前に同じ

代 表 者 の 氏 名 管財人 岡田 元也 同

住 所 大阪市中央区久太郎町三丁目１－３０ 同

そ の 他 小 売 業 を 行 う 者 ３４名 同

店 舗 面 積 の 合 計 ２９,７３５� 同

施設の配
置に関す
る事項

駐 車 場
位 置 縦覧による 同

収容台数 １,４９２台 同

駐 輪 場
位 置 縦覧による 同

収容台数 ９１６台 同

荷 さ ば き 施 設
位 置 縦覧による 同

面 積 ５３８� 同

廃 棄 物 等 の
保 管 施 設

位 置 縦覧による 同

容 量 １９５	 同

施設の運
営方法に
関する事
項

小売業を行う者の開店時刻 午前１０時 午前９時

小売業を行う者の閉店時刻 午後８時（一部年間６０日午後９時） 午後１０時
来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時（一部午
後１０時３０分）まで 変更前に同じ

駐車場の自動車の
出入口

数 ６箇所 同

位 置 縦覧による 同
荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯 午前７時から午後１０時まで 同
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７ 届出等の縦覧の期間及び時間
平成１５年８月５日（火）から平成１５年１２月５日（金）までの午前９時から午後５時３０分まで（日曜日、土
曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）
８ 意見書の提出期限及び提出先
平成１５年１２月５日（金）
愛知県産業労働部商業流通課

家畜商法（昭和２４年法律第２０８号）第４条の２第１項の規定により、家畜商講習会を次のように開催します。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１ 講習会の日時
平成１５年９月１７日（水）及び平成１５年９月１８日（木）の午前９時３０分から午後５時まで

２ 講習会の場所
愛知県畜産総合センター
岡崎市丸山町字亀山９－１
電話（０５６４）２１－０２０１

３ 受講人員
約１０人

４ 受講申込書
� 配布期間及び受付期間
平成１５年８月１８日（月）から平成１５年９月５日（金）までの午前９時から午後５時まで（日曜日及び
土曜日を除く。）

� 配布場所及び受付場所
住所地を所管する県農林水産事務所（名古屋市にあっては、県農林水産部畜産課）

５ 問い合わせ先
愛知県農林水産部畜産課生産・流通グループ
電話（０５２）９５４－６４２６

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定に基づき、県営土地改良事業（日焼池地区）の土
地改良事業計画を定めたから、次のように土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
１ 期間
平成１５年８月６日から平成１５年９月２日まで

２ 場所
新城市役所

測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の規定に基づき、刈谷市長から
次のように公共測量を実施する旨の通知があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の規定に基づき、西尾市長から
次のように公共測量を実施する旨の通知があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の規定に基づき、日進市長から
次のように公共測量を実施する旨の通知があった。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

測 量 地 域 測 量 期 間 測 量 方 法
刈谷市一ツ木町、築木町、新田町、
青山町及び恩田町

平成１５年８月１日から
平成１５年９月２４日まで 公共測量（土地区画整理事業における基準点測量）

測 量 地 域 測 量 期 間 測 量 方 法
西尾市富山町、上矢田町、下矢田
町、楠村町及び寺津町

平成１５年７月２５日から
平成１５年１０月３１日まで

公共測量（西尾平坂東部土地区画整理事業基準点座標変
換）

測 量 地 域 測 量 期 間 測 量 方 法

日進市全域 平成１５年７月２日から
平成１６年２月２７日まで 公共測量（測地成果２０００に伴う基準点変換業務）
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都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定に基づき許可した次の工事は完了した。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２
号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
平成１５年８月５日

愛知県公営企業管理者
企業庁長 深 谷 憲 彦

１ 調達内容
� 調達案件の名称、数量及び契約方法
ア 液体硫酸アルミニウム １,３５０,０００
 （予定）、単価契約
イ ポリ塩化アルミニウム ５,４００,０００
 同

か

ウ 液体苛性ソーダ １,８９０,０００
 同
エ 次亜塩素酸ソーダ ２,７００,０００
 同
オ 粉末活性炭（５０％ウェット） ４５,０００
 同
カ 粉末活性炭（ドライ） １５,０００
 同
� 調達案件の仕様等
「入札説明書」で示す仕様等とします。

� 納入期間
平成１５年１０月１日（水）から平成１６年３月３１日（水）まで

� 納入場所
契約担当者が指定する県内各浄水場

� 入札方法等
ア 入札金額は、１キログラム当たりの単価を小数点第２位まで記載すること。なお、落札に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当する金額を加算した金額をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。
イ �の件名ごとに、それぞれ入札に付します。

２ 競争参加資格
� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
� 平成１４年度及び平成１５年度愛知県企業庁入札参加資格者名簿のうち「工事用資材の納入・土木工作物
の清掃等」に登録されている者であること。
� �の入札参加資格を有していない者で本件入札に参加を希望する者は、資格審査の申請を行うこと。
� 平成１５年８月５日（火）から入札及び開札の日時までの間、愛知県企業庁指名停止取扱要領に基づく
指名停止を受けていないこと。
� 入札説明書に示す当該物品の規格に合致した物品及び別表に示す１箇月当たりの量、臨時の指定量を
確実に指定日時、指定場所に納入し得る者であること。

３ 契約条項を示す場所等
� 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
愛知県企業庁管理部総務課契約グループ
名古屋市中区三の丸三丁目１－２（郵便番号４６０－８５０１）
電話（０５２）９５４－６６７１

� 入札説明書の交付方法

許可番号 許 可
年月日

検査済証
交 付
年 月 日

申 請 者 氏 名 申 請 者 住 所 開 発 地 域 の 名 称 開発区域
の 面 積

１４令一建
１１３－９９

平成
１５．３．１８

平成
１５．７．２２稲留 麻里 岩倉市大地町半田６０－１ 稲沢市増田北町３５－１

�
２６０.２９

１４令尾建
９６－７４ １４．１１．１同 ２３林 實

林 清

愛知郡長久手町大字岩作字
中根原５８－２
愛知郡長久手町大字岩作字
中根原３８

愛知郡長久手町大字岩作字
白針３５－２、３５－３ ３９５.８４

１４令尾建
９６－１０８１５．２．４同 加藤 政典 尾張旭市桜ヶ丘町２－８９ 尾張旭市柏井弥栄２０６、２１０ ２７５.３１

１５令海建
６３－４ 同 ４．２１同 ２４

サークルケイ・ジャパン株
式会社
代表取締役 土方 清

稲沢市天池五反田町１ 海部郡大治町大字西條字大
門先２５－１ほか５筆 １,０１８.８０

１５令豊加
建１０４－
４

同 ６．１８同 ２５株式会社住都建設代表取締役 坂田 勇
名古屋市中区大須１－７－
５

西加茂郡三好町大字莇生字
並木８０ ２,１６３.５０

平成１５年８月５日 火曜日 愛 知 県 公 報 第１９９５号 ８９３



平成１５年８月５日（火）から平成１５年８月２６日（火）までの午前９時から午後５時までの間（日曜日
及び土曜日を除く。）、随時交付します。

� 入札及び開札の日時及び場所
ア 液体硫酸アルミニウム 平成１５年９月２４日（水） 午前１０時
イ ポリ塩化アルミニウム 同 午前１０時２０分

か

ウ 液体苛性ソーダ 同 午前１０時４０分
エ 次亜塩素酸ソーダ 同 午前１１時
オ 粉末活性炭（５０％ウェット） 同 午前１１時２０分
カ 粉末活性炭（ドライ） 同 午前１１時４０分
愛知県入札室（愛知県庁本庁舎地下１階）
ただし、郵便による入札を行う場合の入札書は、平成１５年９月２２日（月）午後５時までに愛知県企業
庁管理部総務課契約グループあてに必着とします。

４ その他
� 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限ります。

� 入札保証金
入札に参加しようとする者は、契約希望単価に数量を乗じ得た見積金額の１００分の５以上の金額の入札
保証金（愛知県企業庁財務規程（昭和５５年企業庁管理規程第１４号。以下「財務規程」という。）第１６２条に
定める入札保証金に代わる担保を含む。）を、開札期日までに納めなければなりません。
ただし、財務規程第１６１条の規定により、全部又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありま
せん。
� 入札の無効
財務規程第１５９条（入札の無効）に該当する入札は、無効とします。

� 契約書及び協定書作成の要否
要

� 競争入札参加者に要求される事項
入札に参加する者は、本件調達業務を履行できることを証明する書類を平成１５年８月２６日（火）まで
に、３�の場所に提出しなければなりません（詳細は、入札説明書による。）。なお、提出した書類につ
いて説明を求められたときは、これに応じなければなりません。
� 落札者の決定方法
財務規程第１６４条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とします。
� その他
詳細は、入札説明書によります。

５ Summary
� Nature and Quantity of the products to be purchased (Planned Quantity) :
� Liquid Aluminum Sulphate 1,350,000

� Poli Aluminum Chloride 5,400,000

� Liquid Sodium Hydroxide 1,890,000

� Sodium Hypochlorite 2,700,000

 Powdered Activated Carbon (50% wet) 45,000

! Powdered Activated Carbon (Dry) 15,000


� Time-limit for the submission of application forms and relevant documents for the qualification : 5：00 p.m.,
August 26, 2003
� Time-limit for the submission of tenders :
� Liquid Aluminum Sulphate 10：00 a.m., September 24, 2003
� Poli Aluminum Chloride 10：20 a.m., September 24, 2003
� Liquid Sodium Hydroxide 10：40 a.m., September 24, 2003
� Sodium Hypochlorite 11：00 a.m., September 24, 2003
 Powdered Activated Carbon (50% wet) 11：20 a.m., September 24, 2003
! Powdered Activated Carbon (Dry) 11：40 a.m., September 24, 2003
(tenders submitted by mail must arrive before 5：00 p.m., September 22, 2003)

� Contact point for tender documentation : General Affairs Division, Aichi Public Enterprise Bureau, 3－1－2
Sannomaru, Naka-ku, Nagoya 460－8501 Japan. Tel. 052－954－6671

別表

１箇月当たりの量 臨 時 の 指 定 量

液体硫酸アルミニウム ２３０,０００
 ２０,０００


ポリ塩化アルミニウム ９００,０００
 ６０,０００

か

液体苛性ソーダ ３２０,０００
 ６０,０００
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地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号。以下「政令」
という。）第１１条の規定により、次のように落札者等について公示します。
平成１５年８月５日

愛知県知事 神 田 真 秋
［掲載順序］
�物品等又は特定役務の名称及び数量 �落札者又は随意契約の相手方を決定した日 �落札者又は随意
契約の相手方の住所及び氏名 �落札金額又は随意契約に係る契約金額 �契約の相手方を決定した手続
�随意契約の理由

［契約担当部局の名称及び所在地］
愛知県建設部建設総務課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２
�大規模事業関連道路事業東部丘陵線建設工事（シールド３号工） �平成１５年６月４日 �大林・大豊・
徳倉特定建設工事共同企業体 代表者 名古屋市東区東桜１－１０－１９ 株式会社大林組名古屋支店 �４８３,
０００,０００円 �随意契約 �政令第１０条第１項第５号該当
［契約担当部局の名称及び所在地］
愛知県出納事務局管理課
名古屋市中区三の丸三丁目１－２
�特種用途自動車（子宮がん検診車） ２台 �平成１５年７月１７日 �名古屋市瑞穂区神穂町７－１ 愛
知日野自動車株式会社 �６３,９５７,６００円 �随意契約 �地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条
の２第１項第６号該当

次亜塩素酸ソーダ ４５０,０００
 ６０,０００


粉末活性炭（５０％ウエット） ８,０００
 ５,０００


粉末活性炭（ドライ） ３,０００
 ２,０００


平成１５年８月５日 火曜日 愛 知 県 公 報 第１９９５号 ８９５



８９６ 平成１５年８月５日 火曜日 愛 知 県 公 報 第１９９５号

本号価格 １４０円
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